
福井県建設工事等競争入札参加者資格審査事務処理要領 

 
 （趣旨） 

第１条 建設工事の請負契約等に係る競争入札の参加者の資格等（平成１０年福井県告示第７４

９号。以下「告示」という。）の６に基づく資格審査の事務処理は、この要領の定めるところに

よるものとする。 

 

 （入札参加資格の認定） 

第２条 競争入札参加資格（以下「資格」という。）の認定は、福井県発注建設工事等入札参加資

格審査会の審査を経て行うものとする。 

 

 （資格審査申請者が有すべき営業所等） 

第３条 告示３⑸アに規定する「独立した営業所」とは、次に掲げる要件を満たすものとする。 

⑴ 営業所への入口が他の有資格者の営業所と同一でないこと（ビルのワンフロアを複数の有

資格者が使用する場合にあっては、当該営業所の入口が同一でないこと。）。 

⑵ 同一のフロアを複数の有資格者が使用する場合にあっては、次に掲げる要件を満たす間仕

切り等で区別されていること。 

ア 天井までの高さがあること。 

イ 他の有資格者の営業所で行われる会話を容易に聞き取ることができない構造であること。 

ウ 容易に移動させることができないものであること。 

⑶ 入札契約手続に使用する電話、ファクシミリ装置およびパーソナルコンピュータを他の有

資格者と共用していないこと。 

⑷ 法の規定により備え置くべき書類その他建設業の事業に関する書類が他の有資格者の書類

と混同していないこと。 

⑸ 建設業の事業に関する業務に従事する者が当該業務を行うための机その他の什器および設

備を他の有資格者と共用していないこと。 

２ 告示３⑸イに規定する「競争入札に関する業務に従事する者」とは、法第３条第１項の許可

に係る代表者をいうものとする。 

３ 前項の規定は、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条第１号に掲げる

事業協同組合の代表者には適用しない。 

 

 （知事が別に定める資格審査の申請期間） 

第４条 告示４⑵に規定する知事が別に定める期間は、次の表のとおりとする。 

種類 申請することができる期間 審査基準日 摘要 

毎年度の 5月１日から 5月 31日まで 申請期間が属する年度の前年度の

1月 1日 

県内業者 

毎年度の 8月１日から 8月 31日まで 申請期間が属する年度の 4月 1日 県内業者および

県外業者 

毎年度の 11月 1日から 11月 30日ま

で 

申請期間が属する年度の 7月 1日 県内業者 
建設工事 

平成 23年度および同年度から隔年度

のごとの 2月 1日から 2月 28日まで 

申請期間が属する年度の 10月 1日 県内業者および

県外業者 

毎年度の 5月１日から 5月 31日まで 申請期間が属する年度の前年度の

1月 1日 

県内業者 測量業務等

および道路

清掃業務 毎年度の 8月１日から 8月 31日まで 申請期間が属する年度の 4月 1日 県内業者および

県外業者 
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毎年度の 11月 1日から 11月 30日ま

で 

申請期間が属する年度の 7月 1日 県内業者 

平成 24年度および同年度から隔年度

のごとの 2月 1日から 2月 28日まで 

申請期間が属する年度の 10月 1日 県内業者および

県外業者 

２ 前項の規定にかかわらず、第８条第１号に規定する県内建設業者または県内企業体の構成員

が告示 12⑴の規定により資格を取り消された業種については、告示４⑵の規定による資格審査

の申請をすることができない。 

３ 経常建設共同企業体および経常建設共同企業体の構成員に係る告示４⑵の規定による資格審

査の申請の取扱いについては、次に掲げるところによる。 

⑴ 資格を有すると決定された建設業者により結成された経常建設共同企業体にあっては、当

該建設業者の資格が有効となった日から６か月を経過した日以降において、当該経常建設共

同企業体を構成する建設業者が資格を有している同一の種類の建設工事に係る資格審査の申

請をすることができるものとする。この場合においては、当該経常建設共同企業体の入札参

加資格を決定し、有効とすると同時に、当該経常建設共同企業体を構成する建設業者が有し

ている同一の種類の建設工事に係る入札参加資格を取り消すものとする。 

⑵ 資格を有すると決定された経常建設共同企業体を構成する建設業者にあっては、当該経常

建設共同企業体の資格が有効となった日から６か月を経過した日以降において、当該経常建

設共同企業体が資格を有する同一の種類の建設工事に係る資格審査の申請（別の経常建設共

同企業体を結成して行う資格審査の申請を含む。）をすることができるものとする。この場合

においては、経常建設共同企業体を構成する建設業者または当該建設業者が結成する別の経

常建設共同企業体の資格を決定し、有効とすると同時に、当該経常建設共同企業体の有する

同一の種類の建設工事に係る資格を取り消すものとする。 

 

 （算定基準） 

第５条 建設工事に係る資格の認定および格付けは、共通項目点数と特別項目点数を合計した総

合点数を基準とする。ただし、県外に主たる営業所（建設業法（昭和２４年法律第１００号。

以下「法」という。）第３条第１項の営業所のうち同項の許可に係る営業所をいう。）を有する

建設業者（以下「県外業者」という。）および構成員のいずれかが県外業者である経常建設共同

企業体（以下「県外企業体」という。）については、特別項目点数を算定しない。 

 
 （共通項目点数） 

第６条 共通項目点数は、法第２７条の２９の規定に基づく、審査基準日直前の決算日を基準と

する総合評定値とする。 

 

 （特別項目点数） 

第７条 特別項目点数は、告示６⑴に掲げる項目ごとに下表に掲げる方法で算出した各点数（少

数点以下第１位を四捨五入する。）の和とする。 

分
野 項目 算定方法 対象 

技
術
力 

⑴ 工事成績 

 審査基準日の直前２年間に完成検査が行われた県発注工事に係る工

事成績評点要領第９条第２項に定める総評点またはその平均点に基づ

き、共通項目点数に別表１に掲げる割合を乗じて得た数を加減点する。 

該当業種 



ア 審査基準日の直前２年間において、次に掲げる表彰を受けた者につ

いて、次のとおり加点する。ただし、複数の表彰を受けている場合で

あっても重複して加点しない。 

(ｱ) 「福井県優良工事等事業者表彰要綱」の規定に基づき、優秀賞

または特別賞の表彰を受けた者にあっては、共通項目点数に 3/100

を乗じて得た数を加点する。 

(ｲ) 「福井県優良工事等事業者表彰要綱」の規定に基づき優良賞の

表彰を受けた者（(ｱ)に該当しない者に限る。）にあっては、共通項

目点数に 2/100 を乗じて得た数を加点する。 

(ｳ) 県の出先機関の優良工事表彰を受けた者（(ｱ)および(ｲ)に該当

しない者に限る。）にあっては、共通項目点数に 1/100 を乗じて得

た数を加点する。 

該当業種 

（特別賞

は、全業種） 

⑵ 優良工事

表彰等 
イ 審査基準日の直前２年間において、福井県内で施工した公共工事

（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12 年

法律第 127 号）第 2条第 2項に規定する公共工事をいう。以下同じ。）

に関して、当該公共工事の発注者から優良工事表彰を受けた者につい

て、共通項目点数に1/100を乗じて得た数を加点する。ただし、複数

の表彰を受けている場合であっても重複して加点しない。 

ウ 審査基準日の直前２年間において、福井県内で施工した公共工事に

関して、厚生労働大臣または都道府県労働局長から労働安全衛生に係

る表彰を受けた者について、共通項目点数に 1/100を乗じて得た数を

加点する。ただし、複数の表彰を受けている場合であっても重複して

加点しない。 

該当業種 

⑶ 安全管理

措置の不適

切に基づく

指名停止措

置 

 審査基準日の直前２年間において、「福井県工事等契約に係る指名停

止等の措置要領」（以下「停止要領」という。）別表第１の第５号から第

８号に基づく警告、注意または指名停止（以下「指名停止等」という。）

の措置を受けた者について、当該措置１件につき共通項目点数に別表 2

に掲げる割合を乗じて得た数を減点する。 

全業種 

⑷ ＩＳＯ90

01 の認証取

得 

 資格審査の申請期間の末日において、ＩＳＯ9001の認証を取得してい

る者について、共通項目点数に 2/100 を乗じて得た数を加点する。 
全業種 

⑸ 経営状況 

 法第２７条の２３第２項第１号に基づき審査基準日の直前１年間に

おける事業年度の決算日を基準に行われた経営状況分析の結果に係る

数値に基づき、共通項目点数に別表３に掲げる割合を乗じて得た数を加

点する。 

全業種 

経
営
力 

⑹ 経営基盤

強化（アから

エまでを通じ

て加点するこ

とができる割

合の上限は、 

10/100とす

る。） 

ア ２以上の個人による会社の設立、会社の合併または営業の譲り受け

（以下「合併等」という。）を行った者で土木部長が別に定めるもの

について、次のとおり加点する。 

(ｱ) 合併等を行った日から起算して３年を経過する日までは、共通

項目点数に 10/100を乗じて得た数を加点する。 

 (ｲ) 合併等を行った日から起算して３年を経過する日の翌日から５

年を経過する日までは、共通項目点数に 5/100 を乗じて得た数を加

点する。 

該当業種 



  

イ 経常建設共同企業体で土木部長が別に定めるものについて、共通項

目点数に 5/100 を乗じて得た数を加点する。 

ウ 中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32 年法律第 185 号）の規

定に基づく協業組合で土木部長が別に定めるものについて、共通項目

点数に 5/100を乗じて得た数を加点する。 

エ 審査基準日の直前２年間に「建設業新分野進出支援補助金実施要

領」に基づく建設業新分野進出支援補助金の交付を受けた者につい

て、共通項目点数に 5/100を乗じて得た数を加点する。 

全業種 

⑺ 不正行為

等に基づく

指名停止措

置等 

 審査基準日の直前２年間において、停止要領に基づく指名停止等（表

中⑶に係るものを除く。）または指名除外（経営不振によるものを除く。）

の措置を受けた者について、当該措置１件につき、共通項目点数に別表

４に掲げる割合を乗じて得た数を減点する。 

全業種 

信
頼
性 

⑻ 監督処分 

 審査基準日の直前２年間において、法第２８条および第２９条に基づ

く指示、営業停止または許可の取消しの処分（以下「監督処分」という。）

を受けた者について、当該処分１件につき、共通項目点数に別表５に掲

げる割合を乗じて得た数を減点する。 

全業種 

⑼ ISO14001

等の認証取

得 

 資格審査の申請期間の末日において、ＩＳＯ14001 またはエコアクシ

ョン 21 のいずれかの認証を取得している者について共通項目点数に 2/

100 を乗じて得た数を加点する。 

全業種 

⑽ 障害者雇

用 

 審査基準日の前日の属する年度において、障害者の雇用の促進等に関

する法律（昭和３５年法律第１２３号）附則第４条の規定による障害者

雇用報奨金の支給を受けている者について、共通項目点数に1/100 を乗

じて得た数を加点する。 

全業種 

⑾ 次世代育

成雇用環境

整備 

ア 資格審査の申請期間の末日において、次世代育成支援対策推進法第

12 条の規定に基づき一般事業主行動計画を策定しその旨を労働局に

届け出ている者にあっては共通項目点数に 1/100 を加点し、同法第 1

3 条の規定に基づき認定を受けている者にあってはさらに共通項目点

数に 1/100 を乗じて得た数を加点する。 

イ 審査基準日の前日の属する年度またはその前年度において、「父親

子育て応援企業知事表彰実施要綱」に基づき表彰を受けた者につい

て、共通項目点数に 1/100を乗じて得た数を加点する。  

全業種 

ア 資格審査の申請期間の末日において、災害協定を締結している者 

3/100 
該当業種 

社
会
性 

⑿ 緊急災害

時等におけ

る貢献度 

イ 審査基準日の属する年度またはその前年度において、県または県内

の市町と除雪作業に係る契約（土木部長が適当と認めるものに限る。）

を締結している者 3/100 

ウ イに規定する除雪契約を審査基準日の属する年度において県と締

結している者のうち、当該契約に係る除雪作業を自社で所有しまたは

リース保有する除雪用機械（土木部長が適当と認めるものに限る。）

で行う者 2/100（リース保有の場合にあっては、1/100） 

土木一式 

工事 



 

 

エ 資格審査の申請期間の末日において、消防団協力事業所表示証を取

得している者（主たる営業所について所得している場合に限る。） 

1/100 

オ アからエまでに掲げるもののほか、緊急に災害対応業務に従事した

ことにより人命の救助、県土の保全等に著しい貢献をしたと認められ

る者のうち、特に加点評価をすることが適当であると知事が認める者 

5/100 以内 

全業種 

 

 （資格の認定および格付けの基準点） 

第８条 資格の認定および格付けは、第３条の規定により算定された総合点数および次表の基準

点に基づいて業種ごとに決定するものとする。 

 ⑴ 県内業者（県内に主たる営業所を有する建設業者（以下「県内建設業者」という。）および

県内に主たる営業所を有する建設業者で構成された経常建設共同企業体（以下「県内企業体」

という。）） 

等級 

業種 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

土木一式 880 以上 760 以上 630 以上 630 未満 

建築一式 810 以上 700 以上 640 以上 640 未満 

電気 760 以上 670 以上 670 未満 ― 

管 790 以上 680 以上 680 未満 ― 

鋼構造物 770 以上 650 以上 650 未満 ― 

ほ装 710 以上 710 未満 ― ― 

塗装 690 以上 690 未満 ― ― 

造園 690 以上 690 未満 ― ― 

上記以外の業種 基準点を設けない。 

 ⑵ 県外業者および県外企業体 

等級 
業種 Ａ Ｂ Ｃ 

土木一式・建築一式 1100 以上 900 以上 800 以上 

電気・管・鋼構造物 950 以上 850 以上 700 以上 

ほ装・塗装・造園 900 以上 700 以上 ― 

上記以外の業種 700 以上 

 
 （県内業者の資格の認定および格付け） 

第９条 県内建設業者の資格の認定および格付けは、前条の規定にかかわらず、次のとおりとす

る。 

 ⑴ 資格の適用開始の日の直前２年間において、業種について、資格者名簿に登載されなかっ

た者（以下「新規業者」という。）は、前条第１号に定める基準点に基づく格付けの一等級下

位の格付けを行う。ただし、最下級の格付けの基準点を有するものについては、最下級の格

付けを行う。 

 ⑵ 審査基準日の直前２年間において停止要領別表第２各号に基づく指名停止措置を受けた者

については、資格審査申請時において資格者名簿に登載されている格付けよりも上位等級の

格付けはしない。また、資格審査申請時において資格者名簿に登載されている業種以外の業

種については、資格を認定しない。 

 ⑶ 次のアからエまでに掲げる業種については、次の事項のすべてを満たしている者をＡ等級

に格付けする。 



  ア 土木一式工事、管工事および鋼構造物工事 

   (ｱ) 特定建設業許可を有していること。 

   (ｲ) 直前２回の格付けがＡ等級またはＢ等級のいずれかであること。 

  イ 建築一式工事 

   (ｱ) 特定建設業許可を有していること。 

   (ｲ) 直前２回の格付けがＡ等級またはＢ等級のいずれかであること。 

   (ｳ) 審査基準日の直前４年の事業年度において、一件７千万円以上の元請工事を施工した

実績を有すること。 

  ウ 電気工事 

    直前２回の格付けがＡ等級またはＢ等級のいずれかであること。 

  エ ほ装工事 

   (ｱ) 特定建設業許可を有していること。 

   (ｲ) 直前２回の資格者名簿に登載されていること。 

   (ｳ) 次の建設機械をすべて所有（リース期間が資格の有効期間の末日以降に及ぶもので、

中途に解約することが禁止されているものを含む。以下同じ。）していること。 

    ａ ほ装幅（伸長時）が３．３ｍ以上のアスファルトフィニシャー 

    ｂ 車輌の重量が８ｔ以上のタイヤローラー 

    ｃ 車輌の重量が１０ｔ以上のマカダムローラー 

 ⑷ 資格の適用開始の日の直前２年間において資格者名簿に登載された者が、資格者名簿に登

載された格付けの基準点を満たさないときは、当該格付けの１等級下位に格付けする。 

 ⑸ 前条第１号の表中「上記以外の業種」については、入札の適正な執行を図るため、審査基

準日の直前２年の事業年度において当該業種に係る施工実績がある場合には、必要に応じて

資格を認定するものとする。 

２ 県内企業体の資格の認定および格付けは、前条の規定にかかわらず、次のとおりとする。  

 ⑴ 当該県内企業体の構成員（以下「構成員」という。）のいずれかが、審査基準日の直前２年

間において停止要領別表第２各号に基づく指名停止措置を受けている場合には、資格審査申

請時において資格者名簿に登載されている格付けよりも上位等級の格付けはしない。また、

資格審査申請時において資格者名簿に登載されている業種以外の 業種については、資格を

認定しない。 

 ⑵ 次のアからエまでに掲げる業種については、次の事項のすべてを満たしている者をＡ等級

に格付けする。 

  ア 土木一式工事、管工事および鋼構造物工事 

   (ｱ) 構成員のいずれかが特定建設業許可を有していること。 

   (ｲ) 当該県内企業体もしくは構成員のいずれかの直前２回の格付けがＡ等級またはＢ等級

のいずれかであること。 

  イ 建築一式工事 

   (ｱ) 構成員のいずれかが特定建設業許可を有していること。 

   (ｲ) 当該県内企業体もしくは構成員のいずれかの直前２回の格付けがＡ等級またはＢ等級

のいずれかであること。 

   (ｳ) 当該県内企業体もしくは構成員のいずれかが、審査基準日の直前４年の事業年度にお

いて、一件７千万円以上の元請工事を施工した実績を有すること。 

  ウ 電気工事 

    当該県内企業体もしくは構成員のいずれかの直前２回の格付けがＡ等級またはＢ等級の

いずれかであること。 

  エ ほ装工事 

   (ｱ) 構成員のいずれかが特定建設業許可を有していること。 

   (ｲ) 当該県内企業体もしくは構成員のいずれかが直前２回の資格者名簿に登載されている



こと。 

   ⑶ 当該企業体の構成員のいずれかで、次の建設機械をすべて所有していること。 

    ａ ほ装幅（伸長時）が３．３ｍ以上のアスファルトフィニシャー 

    ｂ 車輌の重量が８ｔ以上のタイヤローラー 

    ｃ 車輌の重量が１０ｔ以上のマカダムローラー 

   

 （県内業者の格付けの変更） 

第１０条 Ａ等級に格付けされた県内業者が前条第１項第３号または第２項第２号に規定する事

項のいずれかを満たさなくなった場合には、当該業者のＡ等級の格付けを取り消し、Ｂ等級

の格付けを新たに行う。 

 

 （県外業者の格付け） 

第１１条 県外業者の新規業者にあっては、第８条の規定にかかわらず、同条第２号に定める基

準点に基づく格付けの１等級下位の格付けを行う。ただし、最下級の格付けの基準点を有する

ものについては、最下級の格付けを行う。 

 

 （その他） 

第１２条 この要領に定めのない事項については、土木部長が別に定めるものとする。 

 

   附 則 

１ この要領は、平成２３年４月１５日（以下「施行日」という。）から施行し、改正後の規定は、

平成２２年度を基準年度とする資格審査から適用する。 

２ 平成２２年度を基準年度とする資格審査においては、改正後の第７条の表⑹エの規定にかか

わらず、平成２２年１２月３１日までに建設業新分野進出支援補助金の交付を受けている場合

には、審査基準日の前日に交付を受けているものとみなす。 



別表１ 

工事成績の内容 
完成検査が行われ 

た県発注工事の数 
乗じる割合 

加減点 
の別 

１ ５／１００ 
総評点の平均点が８０点以上の場合 

２以上 １０／１００ 

１ ２．５／１００ 総評点の平均点が７５点以上８０点未満

の場合 ２以上 ５／１００ 

加点 

総評点の平均点にかかわらず、総評点が６０点未満の工事がある場合 ５／１００ 減点 
  

別表２ 
指名停止等措置の内容 乗じる割合 

警告もしくは注意または指名停止の期間が１か月未満 １／１００ 
指名停止の期間が１か月以上２か月未満 ２／１００ 
指名停止の期間が２か月以上３か月未満 ３／１００ 
指名停止の期間が３か月以上４か月未満 ４／１００ 
指名停止の期間が４か月以上 ５／１００ 

 
別表３  

経営状況分析の結果に係る数値 乗じる割合 
１，０００以上１，１００未満 １／１００ 
１，１００以上 ２／１００ 

 
別表４ 

指名停止等措置および指名除外の内容 乗じる割合 
警告または注意 ２／１００ 
指名停止（除外）の期間が１か月未満 ４／１００ 
指名停止（除外）の期間が１か月以上２か月未満 ６／１００ 
指名停止（除外）の期間が２か月以上３か月未満 ８／１００ 
指名停止（除外）の期間が３か月以上 １０／１００ 

 
別表５ 

 

監督処分の内容 乗じる割合 
指示 ２／１００ 
営業停止の期間が１０日未満 ４／１００ 
営業停止の期間が１０日以上３０日未満 ６／１００ 
営業停止の期間が３０日以上 ８／１００ 
許可取消し １０／１００ 


